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居宅介護支援重要事項説明書 

 

当事業所は利用者に対して指定居宅介護サービスを提供いたします。事業所の概

要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを以下のとおり説

明します。 

 

１．事業者 

（1）法 人 名 公益社団法人地域医療振興協会 

（2）法 人 所 在 地 東京都千代田区平河町２-６-３ 都道府県会館１５階 

（3）電 話 番 号 ０３-５２１２-９１８４ 

（4）代 表 者 名 理事長 吉新 通泰 

（5）設 立 年 月 平成４年７月１日 

 

２．事業所の概要 

（1）事業所の種類 指定居宅介護支援事業所 

（2）事 業 の 目 的 介護保険法の理念に基づき利用者がその有する能力に応じ自立

した生活を送れるよう、適切な指定居宅介護支援を提供するこ

とを目的とします。 

（3）事業所の名称 石岡第一病院在宅支援センター居宅介護支援事業所 

（4）事 業 者 番 号 第０８１０５１０１２３号 

（5）事業所所在地 茨城県石岡市東府中１-７ 

（6）電 話 番 号 ０２９９-３５-５５５０ 

（7）管 理 者 氏 名 河田 真理 

（8）開 設 年 月 日 平成１２年４月１日 

 

３．運営規程及び運営の方針 

（1）利用者が要介護状態となった場合においても可能な限り居宅において、その有  

する能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るように配慮して行うものと

します。 

（2）利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、利用者の選択に基づき 

適切な保健医療サービス、福祉サービス、施設サービス及びインフォーマルサー

ビス等の多様なサービスを事業者との連携により、総合的かつ効果的に提供する

ように配慮し努めるものとします。 

（3）利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、利用者に提供され 

るサービスが特定の種類及び事業者に不当に偏することのないよう公正、中立に

行うものとします。  

 

４．職員の職種、人数及び職務内容 

（1）管理者（主任介護支援専門員）・・・1 名 

事業者を代表し、業務の総括の任にあたります。 

（2）介護支援専門員・・・1 名以上 

職員配置については、指定基準を遵守しています。 

（3）介護支援専門員１人あたりの取り扱い件数は、45 件未満とする。 

（4）職員の資質向上のために採用時及び定期的研修を確保します。 

（5）職員が常に清潔保持、健康状態について必要な処置を行います。 
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５．通常の事業の実施区域 事業実施区域一覧 

石 岡 市 全域 

小美玉市 全域 

 

６．営業日及び営業時間 

（1）営業日 

この事業の営業日は、毎週月曜日から土曜日までとし、国民の祝日及び 12 月

29 日から翌年 1 月 3 日までの年末年始を休日とします。 

ただし、緊急連絡については２４時間、携帯電話での対応をします。 

（2）営業時間 

営業時間は、月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時００分と土曜日

の午前８時３０分から午前１２時３０分までとします。 

ただし、緊急連絡については２４時間、携帯電話での対応をします。 

（3）石岡第一病院 在宅支援センター 居宅介護支援事業所 

緊急連絡先携帯電話番号 ０８０-３３６５-４５８１ 

対応時間 

平 日：午後５時から翌日午前８時３０分まで。 

土 曜 日：午前１２時３０分から翌営業日午前８時３０分まで。 

日曜・祝日：２４時間携帯電話にて同様に対応します。 

※緊急時の連絡の際には、必ず下記の内容をお伝えください。 

①ご本人の氏名、代理でかけている方の氏名。 

②担当の介護支援専門員の氏名。 

③緊急連絡の内容 

※ご本人が入院した場合、又はお亡くなりになった場合は必ずご連絡くださ

い。 

 

７．サービスの提供方法 

（1）介護支援専門員は、少なくとも月に１回は居宅へ訪問します。ただし、サー  

ビス担当者会議等において、次の内容について、主治医、担当者及びその他の

関係者の合意を得ている場合は、テレビ電話などを活用したオンライン面談を

実施できるものとします。 

①利用者の状態が安定していること。 

②利用者がテレビ電話等を介して、家族のサポートを受けて意思疎通ができ

ること。 

③テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報につい

て、他のサービス事業者等との連携により情報を収集すること。 

④少なくとも２ケ月に１回は利用者の居宅を訪問すること。 

（2）介護支援専門員は、常に身分を証する書類を携行し、初回訪問時又は利用

者、家族及び代理人から求められた場合は、これを提示します。 

（3）介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供を求められた場合は、利用者

の被保険者証により被保険者資格と要介護認定の有無、認定区分と要介護認

定の有効期間を確かめます。 

（4）介護支援専門員は、要介護認定の申請が行われているか確認し、行われて

いない場合は被保険者の意思も踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必

要な援助を行います。 

（5）介護支援専門員は、要介護認定の更新の申請の際には、現在の要介護認定
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の有効期間が満了する 1 ケ月前には行われるよう必要な援助を行います。 

（6）介護支援専門員は、利用者から要介護認定の更新申請及び状態の変化に伴

う区分変更の申請があった場合、これを円滑に行えるよう利用者を援助しま

す。 

（7）介護支援専門員は、要介護認定を受けた者の居宅サービス計画書（以下｢ケ

アプラン｣という。）の作成を利用者及び家族・代理人の意思を尊重して医療

保険サービス及び福祉サービスのサービス事業者と連携し、利用者の承認を

得て総合的、効果的に行い、指定居宅介護サービス提供の手続きを行いま

す。 

（8）介護支援専門員は、必要に応じて多様な主体等が提供するサービス (イン

フォーマルサービスを含む。）を包括的に提供できるようなケアプランを作

成します。 

（9）利用者は、ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について次の説明

を求めることができます。 

①複数の指定居宅サービス事業所の紹介について 

②当該事業所をケアプランに位置付けた理由について 

（10）介護支援専門員は、前 6 ケ月間に作成したケアプランのおける、訪問介

護、通所介護、地域密着型介護及び福祉用具の各サービスの利用割合につい

て説明を行います。 

（11）介護支援専門員は、次のいずれかに該当する場合には、正当な理由がな

く業務の提供を拒否できません。 

①正当な理由とは、介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わない

事により要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け又は受けようとしたとき。 

③以上のいずれかに該当する場合には、遅滞なく意見を付してその旨を関係

市町村に通知します。 

 

８．サービスの内容 

（1）ケアプランの作成 

① ケアプラン担当配置 

介護支援専門員は、ケアプランの作成に関する業務を行います。 

②利用者への情報提供 

介護支援専門員は、ケアプラン作成開始にあたっては、利用者及び家族・代

理人に対し、当該地区における指定居宅サービス事業者の名簿、サービス内

容及び利用料の情報を提供し、利用者及び家族・代理人がサービスの選択を

可能とするように支援します。 

③利用者の実態把握 

介護支援専門員は、ケアプラン作成にあたり利用者の有する能力、提供を受

けている指定居宅介護サービス、環境の評価を通じて利用者が現に抱える問

題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう、解

決すべき課題を把握します。なお、使用する課題分析票の種類は包括的自立

支援プログラムとします。 

④ケアプラン作成 

介護支援専門員は、利用者及び家族・代理人の希望並びに利用者について把

握した課題に基づき、その地域における指定居宅サービスが提供される体制

を勘案して、提供される指定居宅介護サービスの目標達成時期及びサービス
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を提供する上での留意点を盛り込んだケアプランを作成し交付します。な

お、利用者の同意を得て主治医等に意見を求めます。この意見を求めた主治

医等に対してケアプランを交付します。 

⑤サービス担当者会議 

介護支援専門員はサービス担当者会議を開催し、当該ケアプランの内容につ

いて、担当者から専門的な見地について意見を求めます。ただし、終末期の

利用者に限り、利用者等の同意を得て、心身の状況等により主治医等の助言

を受けた上で必要と認める場合以外は、サービス担当者会議の招集を行わ

ず、利用者の支援を継続します。この場合、心身等の状況について、主治医

等及びサービス事業者へ情報を提供します。支援については、主治医等の助

言を得た上で状態の変化を想定し、今後必要となるサービス等の支援の方向

性を確認しケアプランの作成を行い、在宅を訪問し、状態の変化やサービス

の変更の必要性を把握します。 

⑤利用者の同意 

介護支援専門員は、利用者及び家族・代理人に対し、サービスの種類、利用

料金について説明し、文書により利用者の同意を得ます。 

サービスの前倒し利用後、自立又は認定が受けられなかった場合や、入院・

入所の連絡がなくサービスが提供された場合は、全額自己負担となります。 

⑥主治医及び医療機関等との連絡 

介護支援専門員は、利用者の主治医及び関係医療機関との間において、利用

者の疾患に関する情報において必要に応じ連絡を取り、利用者の疾患に対す

る対応を円滑に行うことを目的とします。この目的を果たすために、次の対

応をお願いします。 

（イ）本人又は家族より当事業所名及び担当介護支援専門員の名前を伝えて  

ください。 

（ロ）利用者の不測の入院に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に 

伝わるように、入院時に持参する医療保険証又はお薬手帳等に、当事 

業所名及び担当の介護支援専門員がわかるように名刺を貼りつける等の

対応をお願いします。 

⑦退院又は退所時に福祉用具の貸与が見込まれる場合 

介護支援専門員は、必要に応じて退院又は退所時カンファレンスの際に、福

祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等を招集し、専門的

見地により意見を求めます。 

⑨福祉制度の相談支援専門員との密接な連携 

障害福祉サービスを利用してきた障害を有する者が介護保険サービスを利用

する場合、障害福祉制度の相談支援専門員と密接な連携に努めます。 

（2）サービスの実施状況の継続的な把握、評価 

介護支援専門員は、ケアプラン作成後においても、利用者及び家族・代理人

に指定居宅介護サービス事業者との連絡を継続的に行うことにより、ケアプ

ランの実施状況の把握及び利用者の課題把握を行い、必要に応じて居宅サー

ビス計画書の変更、指定居宅介護サービス事業者との連絡調整を行います。 

①サービス事業者等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、

モニタリング等の際に把握した利用者の状態等について、主治医や歯科医

師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

②介護関連データの収集・活用及び PDCA サイクルによる科学的介護を推進し

ていく観点から、サービス事業所等から伝達された利用者のデータ及びフィ
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ードバック情報をケアマネジメントへ活用します。 

 

９．介護保険施設の紹介等 

(1) 介護支援専門員は、利用者が居宅において日常生活を営むことが困難になっ

たと認める場合及び利用者が介護保険施設への入所を希望する場合には、介護

保険施設への紹介その他の便宜の提供を行います。 

(2) 介護支援専門員は、介護保険施設から退所しようとする要介護者から依頼が

あった場合は、居宅における生活へ円滑に移行出来るよう、予めケアプランの

作成を行います。 

 

10．利用料金及びその他の費用 

指定居宅介護支援を提供した場合の利用料金は、厚生労働大臣が定める基準によ

るものとします。なお、当該居宅介護支援が法廷代理受領サービスである場合に

は、利用者の負担はありません。 

ただし、利用者の介護保険料の滞納等により、介護保険からサービス利用料金に

相当する給付を受領することができない場合は、利用者の介護度に応じた実費を

お支払いいただきます。 

     （＊別紙、料金表をご参照ください。） 

 

11．秘密保持及び個人情報の保護 

介護支援専門員は、正当な理由がなくその業務上知り得た利用者及び、家族・ 

代理人の秘密を漏洩らしません。またその必要な措置を講じます。 

（1）個人情報の方針 

①個人情報は、利用者本人に帰属するものと考え、慎重かつ適正に取扱いま

す。 

②職業人として職務上知り得た秘密は、規定された目的以外には使用せず、

退職後も守秘義務を遵守します。 

（2）当事業者における個人情報の利用目的 

①居宅介護支援業務及び居宅介護予防支援業務の遂行 

②各指定居宅介護サービス提供事業者の担当者及び主治医との情報共有 

③当事業者内でのカンファレンス 

④関連学会、研修会での匿名下での発表 

⑤サービス担当者会議での情報共有 

⑥その他官公庁等の法律法令上の照会 

 

（3）例外規定 

①上記各項に関わらず本人の生命、心身に危機が直面している場合はこの限

りではありません。 

②高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に定める

通報を行う場合はこの限りではありません。ただし、その場合、事業所は

秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

12．相談・苦情への対応 

（1）苦情の受付 

①苦情等に対応する連絡先 

石岡第一病院 居宅介護支援事業所  電話０２９９-３５-５５５０ 
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担 当 者: 担当介護支援専門員 

受付時間：月曜日から金曜日の午前 9 時 00 分から午後 5 時 00 分まで。 

土曜日の午前 9 時 00 分から午前 12 時 30 分まで。 

ただし、国民の祝日及び 12 月 29 日から翌年 1 月 3 日までは 

お休みとなります。 

②その他苦情等に対する連絡先 

 茨城県運営適正化委員会（茨城県社会福祉協議会） 

   ０２９-３０５-７１９３ 

  茨城県国民健康保険団体連合会 ０２９-３０１-１５６５ 

  石岡市役所介護保険課      ０２９９-２３-１１１１ 

小美玉市役所介護保険課    ０２９９-４８-１１１１ 

（2）苦情があった指定居宅介護サービス事業者に対する対応方針 

①指定居宅介護サービス事業者に苦情報告と改善について指示を行います。 

②指定居宅介護サービス事業者が苦情につき改善されない場合、利用者に説

明し、他の指定居宅介護サービス事業者を選択して頂きます。 

 

13．事故発生時の対応 

（1）事業者は、 利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した

場合には、速やかに市町村、利用者の家族及び代理人に連絡を 行うととも

に、必要な措置を講じます。 

（2）事業者は、利用者に対する居宅介護支援の提供により、賠償すべき事故が発

生した場合には、利用者に生じた損害を賠償する責任を負い ます。 

（3）事業者は、利用者の状態について定期的に再評価の為の訪問の際、事業者の  

責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合

は、その損害を賠償する責任を負います。 

 

14．感染症及び災害への取組 

感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に対して必要なサービスが安

定的・継続的に提供されるよう、委員会の開催、指針の整備、定期的な研修の実

施及び訓練(シミュレーション)を実施します。 

 

15．高齢者虐待防止の推進 

（1）虐待防止に関する担当者を配置し、虐待発生時又はその再発を予防するため

の委員会の開催、指針の整備及び定期的な研修を実施します。 

（2）当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市

町村に通報します。 

 

16．ハラスメント防止対策 

適切な居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要、かつ相当な範囲を

超えたものにより従事者の就業環境が害されることを防止するため、定期的に必

要な研修を実施します。 

 

17．契約の終了 

契約の有効期間は、契約締結日から契約者の要介護認定の有効期間満了日まで
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となります。なお、契約期間満了までに利用者又は代理人より契約終了の申し入

れがない場合は、契約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

この契約の終了は、以下の（１）から（３）までの事由によります。また、いず

れの場合も解約料金は発生しません。 

（1）利用者の都合で居宅介護支援を終了する場合 

利用者からの申し出により事業者指定の書面によりこの契約を解約できま

す。 

（2）事業者の都合でサービスを終了する場合 

事業者の都合により、居宅介護支援の提供が終了する場合があります。 

その場合は利用者へ事前に報告し、地域の他の居宅介護支援事業者を紹介し

ます。 

（3）自動的に終了する場合 

  次のいずれかの場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了し

ます。 

①利用者が介護保険施設に入所した場合 

②介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、要支援

又は自立と認定された場合 

③介護サービスの利用が 6 ケ月以上ない場合 

④利用者がお亡くなりになった場合 

 

18 その他 

利用者及び家族・代理人が事業者の介護支援専門員に対して本契約を継続し難い

ほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、直ちにサービスを

終了します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


